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1．は じめに

　2000年 10月 6 日午後 1 時 30分 ごろ発生 した鳥取県西

部地震 （M＝7．3）に よ り 、 鳥取県で は 全壊 435 棟、半壊

3，101 棟、14，134 棟の 住家被害 と、140 名以 上の 人 的被

害が 発 生 したe 被災家屋等 の 解体は 約 1，600 件 に の ぼ り、
県や 市 町村は 費用 と し て 補助金 14 億 5500 万 円 を支 出 し、
住宅復 興 の ための 補助金 と して 50 億円を支出 した ”

。 ま

た国庫 補助金 よ り 14 億 1500 万 円 が 支 出 され 災害 廃 棄物

の 処理 が 実施され た。村 上 ・
他は 、住宅 被害の 最大 で あ

っ た 日野 町 に っ い て、住宅復 旧方法 の 選 択 に 関 す る調査

を行V丶 被害の 比較的軽 い 場 合 も他 の 要 因に よ り取 り壊

され た こ とを報告 して い る
t）。今後大地震が発 生 し た場

合、 耐震性の 乏 しい 大量の 家屋 の 倒壊・破損、ま た 倒 塵破

損 に よる人 的被害の拡大 が予 測され て お り、それ に 伴い

解体・
撤去 費用や災害廃棄 物量 が増 加 し、廃 棄 物 が 環 鏡 に

及 ぼす影 響 も大 き くな る ． そ こ で 本研究 で は 2000 年鳥取

県 西部 地 震 に お け る家屋 解 体及 び 廃 棄 物 処 理 に 関 す るデ
ー

タや資料を収集 ・分 析 し 、 今後 の 地 震対策 に 役 立 て る

こ とを 目的 とす る。

2 ，鳥取 県西部地震の 概要
　2000 年鳥取県 西伯 町 の 地 下約 10   を 震 源 と し た 地震

が 発生 した 。 地震 を発生 させ た 震源断層 は 日野 町 を通 り、
最大震度 6 強を観測 した 。 鳥取県西部を中心 に 大きな被

害が集中してお り、日野町黒坂・下榎地 区、西 伯 町、溝 口

町な どで は家屋 の 倒 壌 、 山間部で の 斜面崩壊、落石 など

の 地震 動 に よる 被 霄が 大 き く、境 港市、米 子 市 で は 液 状

化な どの 地 盤災害が発 生 した。各地 の 震 度 を図 皇 に示 す 。

　鳥取県西部 地震 によ る全 壊 家屋 数 と世 帯数 に 対 する割

合 を図 2 に示す 。 市町 村の 中で も 日野 町 が最 も全 懐 家屋

数が多 く、全塵 率 も 8．29％ と大 きい
。 こ の 二 とか ら 日野

町 にお け る被害の 大 き さが わ か る 。 また、境港市（震度 6
強 ）で は 全壊率 は 0．57％と 比 較的小 さい が 、都 市 部 にあ り，
全壊家屋数が多い。米 子 市 （震 度 5 強 ） に お い て も、境港

市と同様の 傾向 が見 られ る 。

図1 鳥取 県西 都地震 に お け る震源 と各地の 震度
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図 2 鳥 取 県内市町 村の 全 壊家屋数と全壊率

3 ．地震に よる解体廃棄物 に関する分析

【gs⊃

6e

？

6543210

3．1平 常時の 廃棄物量 との 比較

　鳥取県の 報 告に よる 県 内 の 建 設業 で 発生 した 平年の 廃

棄物 量 と今回 の 地 震で 発 生 した 廃棄 物量 （鳥取 県 の 推 定）
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を 比較 した （表 1）。なお 建 設業廃棄物 に は建 築 ・土 木 工

事と解体 に伴う廃棄物を含む。

　今回 の 地震で は平常年 と比較す る と、木 くず 渉 約 2 倍

排出されて い る 。

一
方ガ レキは平常年の 約 23％ に 留ま っ

て い る が 平常 時で 考 えるとかな りの 増分量で あ り、そ の

処理にはか なりの 負担や労力が費や された と思 わ れ る。

表 1 平 常時の建設廃棄物 と島取 県西部地震時の 廃樂物量

鳥取県の 贐設業廃棄砺

1998年 2001年
鳥取県西 部地震

騨

木くず量

　 （t）
27，85124 β82 52｝280　　 厂

ガ レ キ量

　 （t）
268β 86246 ，6｛｝4 59p　663

＊ 「島 取県産 業廃棄物実態調査結果 （平成 10 年度 実

績）」，pp65−66 、
「鳥取県産 業廃棄物実態調査結果 （平成 13

年度実績）亅，PP63−64
＊＊鳥取県の 推定

3．2 島取県酉 部地震と他の地震との比較

　鳥取県西部地震 における廃棄物量と全壊 ・半壊家屋数

と、過去 に発 生 した兵 庫県南部地 震、宮城県北部地 震 お

よび、こ れか ら発生す る と考えられてい る東海地震、神

奈 川 県 東 部地震 1と もに推 定値）に っ い て 比 較を行 っ た e

（1）過去の 地震 との 比較

　鳥取県西 部地 震 と兵鼠県南部地 震は 、と もに マ グ ニ チ

ュ
ード7．3 と地震の 規槙 は 同 じで ある。 しか し全 壊家 屋

数お よ び 半壊家屋 数 とも鳥取県西 部地震を大きく 上 回 っ

て い る 。 こ の 要 因 と して は 、 兵庫 県 は鳥取県 よ りも人 口

が 多い た め 家屋数も多く、被害が大き くなっ た と考 え ら

れ る 。 ま た兵庫県 南部地 震 は 「直下型地 震」 で あ っ た た

め被害が拡大 し た と考え られ る 。 また全 韻
・半 壊家屋 数

が ともに 鳥取県よ りもは るか に 多い た め、そ れ に 伴 い 発

生 す る廃棄物量 も膨大な量 にな っ た と考え られ る 。

　
一
方宮城県北部地震は 、鳥取 県西 部 地震 よ り も地 震 の

規 模 は 小 さか っ た が、全壊 家屋 数 は鳥 取県 を上 回 っ て い

る。宮城県 も兵庫県と同様に 鳥取 県よ b も人 口 ・世帯数

が 多い ため被害を受 けた家屋数 が 多くなっ た と考え ら れ

る 。 宮 城 県北 部 地震 に関す る廃 棄物 量 は、推 定 値 で あ る

た め こ れか ら更に 増加 する こ とも考え られるが 、 現時 点

で も膨 大 な量 で あ るこ とがわか る 。

表 2 鳥取県西 部地 殴と過 去 の地震 との 比較

鳥 取 県西部

　 地 震

兵 庫県 南部

　 地 震
ホ

宮城県北部

　 地 震
’ゆ

日付 2000．10， 1995．L172003 ．7．26

甥j 7，3 7．3 6．2

全嬢家屋数 43 104，906 1，069

半 壊 家屋数 3，101 1441274　　 　 2，730

廃棄物量 1U 千 t 約 14，000千 t　 約 90 千 t
‡消 防庁　阪神 ・淡路 大震災にっ い て （第 106報 ）2002．12
ts 消防庁　宮城県北部を震源とす る地震（第 35報｝2003．9

（2）鳥取県酉部地震 と想定地震との 比 較

　今後 数十 年 間 に大 地震 が い くつ か発 生す る と想定 され

て い る。 その 中か ら東海地震 と神奈 川 県東部 地 震 を挙 げ ，

鳥取 県 西 部地震 と 比較 を行 っ た （表 9）。
　東 海地 震、神 奈川 県東 部地震 は ともにマ グニ チ ュ

ー ド

’
7 ク ラス 以上 の 地 震 が発生 する と予 測 され て い る。東海

地方、神奈川 県 は鳥取 県 よ りも人 口が多い た め世帯数も

多 く、被害を受ける建 物も鳥取 県よ りも多 くな る と考 え

　られ る 。 こ れ らの 地域 は海 に 面 し て い る た め 、津波が発

生す る こ とも考 え られ る。 また、鳥取 県 西 部 地 震 で も発

生 した液状化現象も起 こ る こ とも予 測 され る。こ の よ う

な要 因 に よ り、 東海地 震 では鳥取 県西 部 地 震 の 約 4CO 倍 、

神奈川県東部地震で は 約 180倍の 家屋 が全壊 と予 測され

て い る。
　　また 、

これ らの 地 震 よ り発 生す る廃棄物 量 は膨 大 で鳥
取 県 西部地震時 に発 生 した廃棄物量 の 約 230 倍〜300倍
の廃 棄 物 が 発生 す る と考え られ て い る。

表 3 鳥取 県西部地 震と想 定地 震 被 瞽 との 比較

鳥取 県 西部

齲
東海地震

疇
神奈川 県 東部

　 地 震
轉

日付 2000．10． 20x1 20x エ

蘭j 7．38 ク ラス 7 クラ ス

全 壊家屋数 435192 ， 450 76，000

半壊 家屋数 3．101294 ，846 220，000

廃棄物量 111 千 t26
，
000 千 t35

，
000 千 t

＊静岡県 の 推定（静岡県発 生分） ＃ 神奈川県の 推定

　過 去 の 事例か らもわ か る よ うに 、 地 震 に よ り建物 被 害

は甚 大 な もの で あ り、また それ に伴 っ て 発 生す る廃棄物

量 は 膨大な量に な る こ とが わ か る 。 こ の よ うに 大 量 の 廃

棄物 が一度に排出され る と、廃棄物処理 場 へ の 負担や、
埋 立地などの 不 足などの 問題が新た に生 じ る と考えられ

る 。 ま た、廃棄物 の 処理費用 などの 問題も同 時に発 生す

る と考え られる。

4 ．家屋解体率と災害廃楽物に関する分析

4．1　 デー
タの 概要

　本研究で 使用 したデ 」 タは、2000 年 鳥取 県 西 部 地震 に

よ り被害 を受 けた建物 の 属 性 と被害程 度、ま た解体 に 伴

っ て 発 生 す る廃棄物 量、解体 ・処 理 費用 に 関 して 鳥取 県

及 び 県 内 8市町 村が集計 した もの で あ る 。 こ れ らの デー

タ を 元 に、住 宅の 解体串、廃棄 物量、原 単位 の 推定の 分

析を行 っ た。

4．2　冢屋解体率へ の 影響要因

　 市 町村 お よび 日野町 の 地 区別解体件数に つ い て、建 物種

別より母屋 の 解体件数を鯛べ 、母屋解体率 （世帯数に対す

る母屋解体件数の割合｝と全壊串 との 関係を図 3 に示 す。

解体率 と全壊率の 間 に は正 比例の 関係が ある こ とが 読み

取れ る （R ＝O．849）。
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　 日 野町の 全壊 率 が最 も高 く，また 地 区 に よ り被 害 の 差 が

大きい こ とか ら、市町村別 7件に 日野町の 地 区別 25件 の

データ を加 えた もの 32件を用 い て 、囂 回 帰 分析 に よ る家

屋解体率へ の影響要 因分析 を行 っ た。そ の 結果 として式

（1｝ を得 た （重相 関係 数 R ＝0．868）。

　　　ア
＝ 0．S48x

，
÷ O．efi3x

，
＋ 0LO16　　　　（1）

ン ：母屋解体率 （％） Xt ：全壊率 （％） x2 ：半壊率（％）

　標 準偏 回 帰係数 は XL が 0．77e、　 x2 が 0．ユ33 で あ る。
式 （i）より全壌率が解体率に 大きな影響を与え るこ とが

わ か る。 また全 壊率の 係数が非常 に 大 き く 、 半齷 率 の 係

数 は小さくなっ て い る。こ れは全壊 が 修復不能 に よ り近

く、解体 される確率が約 85％と高い こ と、また 半壊も約

6％ の 確 串 で解 体 に到 るこ とを示 して い る 。

4．3　住宅 ス トッ ク の 平 均更新率 と解体率 の 関係

　 1993年及 び 1998年 の 住宅・土 地 統 計調 査
3，　4）

の 結果 を

用い て鳥取 県 の 住宅ス トッ ク更新状況を検討 し た e 図 4

に建築年 代 別住 宅戸 数を示す。1945 年 以 前 に建 築され た

住宅と 1971年か ら 1980年に建築され た住宅の 取 り最 さ

れ た割 合 が 高い 傾 向に あ る。
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図 4　1993 年と 1998 年の 建築年代別住宅戸数

　図 4 の 度数分布階級ご とに建 築年代の 中央値 を取 り、
取 り壊 しの 割合 と掛 け合わせ るこ と に よ り耐用 年数 を求

め、住宅の 使用年数を分析 した 結果、鳥取県で は平均 し

て約 32年 で取 り壊 され る こ とが わ か っ た 。 平常 時 の 1年

あ た りの 平均住宅取 り壙 し戸数は 2300 戸、ス トッ ク 戸数

179，500 戸 （199　3年 ）に対 して 住宅 取 り壊 し率 は 1．3％で

ある。また 鳥取県西 部地震に よ り解体され た 母 屋数 は 日

野 町 に お い て 173 件 で あ D 、世 帯数 1，4ge 戸 に 対 し て

11．6％を占めてい る。これ は平常時 で あれ ば約 9 年分の

取 り壊 し と推 定 され る 。

4，4 岸本 町 に おけ る廃棄 物量 の データ 分 析

　鳥取県岸本町の データに は、建物種別、解体面 積が記

載 して あ り、 更に他 の 市 町村の データ に は 記 載 され い な

い 木くずとガ レ キ量が記 載して あ っ た。そ こ で 岸本町 に

お ける 建 物種別の データ 44件を用い て 、目的変数を廃棄

物量、独 立変数 を解体面 積、建 物 種 別 （母 屋 、倉 庫、土

蔵） と し 、 数量 化 1類 に よる廃棄物 量 に 関す る要因に つ

い て 分析を行っ た。

（1）木 くず量と ガ レキ量の相関

　解体され た 建物を逮物種別 （母 屋 、士 蔵、そ の 他）に分

類 し．木 くず 量 とがれ き量 の 相 関 を 求 め た （図 5）。

50　　　　　10D　　　　　150 　　　　　200

木くず量位 方メ
ー

トル｝

図 5 木 くず量 とガ レキ量 の関係

　倉庫は 木材 で 建築 され て い る た め、木 くず が 多 く排 出

され、が れきは木くず ほ ど排出されない と考えられ る。
また土蔵は その 逆で がれきが多く排出され 、 木くず は あ

ま り排 出 され ない と考 え られ る。そ の た め 散 布 図 に偏 り

が 出て くる こ とが予 測され るが、図 5 を見 る と倉庫及 び

土蔵 の 木 くず とが れ き の 鉾 出量 は ほ ぼ 正 比 例 して い る こ

とが 読み 取れ る。一
方母屋 は さまざまな材質で 建築され

て い る の で 、木くず量の 増加 に 伴い が れき量も増加す る

とい っ た比 例関係 が予 測され る。実際に 図 5 か らも正 比

例 して い るこ とが わか る。

（2）木くずに関する廃棄物量 の 要因分析

　木 くず量 と解体面積 の 関係 （図 6｝か ら倉庫 に 閼 して

は ば らつ きが大 き く 、 母屋 、 土蔵 に 関 して は解体 面 積 と

木 くず量 の 間 に比 例関係を読 み 取る こ とが で きる e

　木 くず 量を 目的変数 と し，建 物種 別 と解体面積 を独 立変

数 と した 重 回 帰 分析 の 結 果、次 の 回 帰式 が 求 め られ た

（重 回帰係 数 R ＝ 0，776）。

◆ 土蔵　 S 倉庫　 △ 母 屋 　 ■ その 他
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　 　 　 　 　 　 　解体面 積 （r  ｝

　 図 6 木 くず量 と解体面積の 関係

　式 （2）で は母屋か 否か に よ り木 くず 量 が大きく変化す

る。ま た 式   にお い て解体 面 積 に 関す る符 号 が マ イ ナ

ス で あ る．本来 家屋 を解体 した 場合、解体 面 積が 増加 す

る につ れ 木 くず 量 も増加す る と考 え られ るが、式 （2） を

用 い た場 合解 体面積 の 増加 に 伴 レ丶 木 くず 量 が 減少 す る

こ とになる 。

帯掛 一 （2）

こ こ に ン ：木くず量 （m3 ） ， x4 ：解体面積 （m2 ）

（3）ガレキに 関す る廃棄物量の 要 因 分 析

ガ レ キ 量 と解 体 面積 の 関係 を 図 7 に示 す 。 土 蔵、倉庫
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に 関 して は比例関係が見 られ、倉庫 は ばらっ き が大 き い

こ と がわ か る。
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図 7　ガ レキ量 と解体面積の 関係

　 目的変数をガ レ キ量、独立 変数を解体面 積、建物種 別

（母 屋 、倉庫、± 蔵、そ の 他） と して、数量 化 1類 に よ

り要因分析を行 い 、次の 回帰式 （3）が 求め られ た。重 相

関係 数 は R ＝ 0．751 で あ る。
　式 （3）で は母 屋 か 否 か に よ リガ レ キ量が 大き く変化 す

る 。 本来家屋 を解体した場 合 、 解体面積 が増加す る に つ

れガ レ キ量も増加す る と考えられ るが、式 （3）を用 い た

場合、解体面積 の 増加 に 伴い ガ レ キ 量が若干 で あ る が減

少す る こ とに な る 。

崇
こ こ に

蠶険
y ；ガ レ キ量 （t）， x4 ：Pt体面積 ｛m2 ）

（3）

　以 上 の 結果 よ り廃棄物 の 木 くず量やガ レ キ 量 へ の 影響

要因につ い て は ， 更に資料を求めて 検討する必要が あ る。

4．5　家屋解体に よ り発生する廃棄物量の 原単位

　本研究で は （4）式 に よ り廃棄物の 原単位を求 め る 。

　　　　廃棄物量 （m3 また は t）
原 単位 ＝　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （4）
　　　　 家屋の 解体面積 （  ）

　岸 本 町 家屋解体等 申誚 処理 簿を元に、解体 され た 建 築

物を土蔵、倉庫、母屋 の 3 種類 に分類 して集 計 し （表

4） 、母 屋 よ り倉庫 ・士 蔵 の ほ うが 原 単位が 大 き い とい う

結果 が得 られ た 。 これ は 倉庫 ・土 蔵 の 床 面 積が、母 屋 と

比 較 して 小 さい こ とが影 響 して い る と考 え られ る。

表 4　廸物種類 別 の 原 単位

建 物種別 件数
木くず

（  ノ  ）

ガ レ キ

（t／  ）

鳥取県西部地

震 ：岸本 町

母 屋

倉庫

土厩

81710 0．590
．721
，33

0．470
．561
，12

平 常 時
4｝

木 造 360 ．400O ．212

兵庫県甫部地

震 ： 兵庫県
5， 木造 0．4700 ．392

単位が系統的に整理 ・分析されて おり、表 4 に 比較す る。

岸 本 町 にお け る母屋 の 原 単位 は、平 常時 と比 較 して 1，5
〜2 倍、震災時の 兵庫県 と比較 して も約 1．2 倍 で ある。

本研 究 で 求め た 原単位 は、平 常時の 値や，震災時の 兵 庫県

と比 較 して も大き い こ とが わか る。 これ は鳥取 県 で は伝

統 的 木 造 の家屋 が多 く、これ らの 家屋 は木材使用量が 多

い ためだと考えられ る。また、平常時と災害時 の 廃棄物

量 測 定 や 推定法 の 違い も影 響 して い る。

5 ．ま とめ

　本研究では 2000年鳥取県西部地震に よ り被災 した家

屋 の 解体と災害廃棄物 に関す る分析を行い 以 下 の こ と が

明 らか に な っ た 。

・家 屋 の 解体串 には全 壊 率が 大 き く影 響 して い る

・鳥取県で 平年 に取 り壤される住宅の 平均築年数 は 約 30

　年 と推 定され る

・母 屋 か ら排出され る廃棄物量は倉庫や土蔵よりも多 い

et 岸本町の 廃棄物原単位は木くず ・ガ レ キ共 に 、 文献に

　報 告 され て い る平常時の 値 よ り格段に大き く、兵 庫県

　南部地 震の 兵庫県南部地震の 兵庫県の 値 よ りやや 大 き

　 い 。
ま た 今後 の 踝題 と して 以下の こ とぷ重 要で あ る。

・被害家屋 の 解体率の 推定
・建 物種別の 廃棄物量 の推定
・災害廃棄物の リサイ クル 率 の 検討
・家 屋 の 補 修 ・補強 の 促進 方 法の 検 討
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